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随 意 契 約 理 由 書

１．業 務 名 那 覇 空 港 滑 走 路 増 設 埋 立 検 討 調 査 業 務

２．履 行 場 所 沖縄総合事務局 那覇港湾・空港整備事務所

３．契約の相手方 名 称 那覇空港滑走路増設埋立検討調査業務 沿岸技術研究

センター・復建調査設計 設計共同体

住 所 東京都千代田区隼町３-１６

電 話 03-3234-5862

４．随意契約適用法令 会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

５．当該業務の目的・内容及び随意契約の理由

（１）目的・内容

本業務は、那覇空港の海上に増設された新滑走路が供用後将来にわたって空港

としての機能を発揮できるよう将来予測される事態に事前に対処し、効果的かつ

効率的な埋立造成を実施するため検討調査である。

（２）理 由

業務遂行にあたっては、滑走路埋立造成で使用される材料が多岐にわたるた

め地盤沈下や、地震による埋立土の液状化が想定される。更に、沈下や液状化

発生により空港の運用において所要の要件を満足できないと推定される場合は

十分な検討をもって地盤改良、余盛り等の対策法を検討しなくてはならないた

め将来予測される事態に事前に対処するためには埋立造成に高度に専門的な技

術が要求される業務である。

特記仕様書の内容において複数の業者から技術提案を求める事により、公平

性、透明性および客観性が確保される簡易公募型に準じたプロポーザル方式【企

画競争】により選定を行った。

那覇空港滑走路増設埋立検討調査業務 沿岸技術センター・復建調査設計設

計共同体は、技術提案書において総合的に最も優れた提案を行った者であり、

上記業者と契約を締結するものである。


